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文部科学省平成２９年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）選定取組 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 

 

 

宮崎大学取組名称：「教育用電子カルテ活用による人材養成事業」 

2018 年度 中間報告書 

（事業期間：2017 年～2021 年度） 

 

 

 

 

１．事業の概要 

 宮崎大学は 2011年より電子カルテの個人情報を匿名化した教育用電子カルテを開発した。

これをケーススタディ教材とし修士課程高度医療関連技師・サービスイノベーション人材養成

コースを開設した。本コースには附属病院で実施中の経営改善業務（量的分析とケーススタ

ディによる質的分析の併用）と同様の演習を含んでいる。 

 本事業は、このコースを基に、医師、看護師等の医療専門職と経営担当の事務系職員を対

象として、学校教育法第 105 条の履修証明書交付制度としての教育プログラム「経営改善ア

カデミー」を実施する。本プログラムでは参加病院のケーススタディ教材が重要である。当院は

教材作成と運用の技術・知識を持ち、病院毎での教材作成と運用ガイドラインの開発を早期

に実施出来る。開発したプログラムを毎年 10 病院に実施し普及を図る。本事業は単なる人材

養成ではなく、全国の病院の経営改善の実践指導も含まれる。 
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国立大学病院を含めた多くの医療機関の経営環境は深刻な状況に置かれており、財務基

盤の安定化は喫緊の課題である。このような中、早急に、病院経営を主導できる有為な人材

育成を行う必要がある。本事業は、このような重大な課題に対して、有効かつ具体的な解決策

を提供すること目的としている。さらに、本事業は単なる人材育成ではなく、病院の経営改善

の実践指導も含まれる。本事業で実施する具体的な取組は、主に 2 つである。 

それぞれに以下のような効果が期待できる。 

 

（１）経営改善アカデミー 

 過去の補助事業で開発した医療サービス・イノベーション論に加え、新規に医療サービス

経営論および同演習を開発し、履修証明制度により全国の医師、看護師等の医療専門職

と経営担当の事務系職員を対象に、経営分析、経営改善の手法を教育する。手法には、

量的分析と教育用電子カルテのケーススタディによる質的分析が含まれる。 

 ＜期待される効果＞ 

 ①病院経営を主導できる有為な人材の育成を行うことができる。 

 ②単なる教育ではなく、具体的な経営改善策を立案することにより、病院の経営が改善

する。 

 

（２）経営改善セミナー 

 年に 2 回、経営改善の実践指導のためのセミナーを開催する。セミナーはテレビ会議に

より全国に発信する。本セミナーは単なる手法の紹介等ではなく、優れた経営改善活動を

行っている病院のノウハウをセミナーで発表することにより、各病院の弱点の克服を図る。 

 ＜期待される効果＞ 

 ①これまで経営に関する情報の交流がなかった病院において、経営に関する知識循環

の場を提供する。 

 ②具体的な経営改善ノウハウを広めることにより、各病院の経営が改善する。 

 

 

 

 

2．事業の個別取組 

「教育用電子カルテ活用による人材養成事業」は、経営改善アカデミー（履修証明プログ
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ラム）を実施するための様々な準備を行い、確実にアカデミーを実施するものである。 

具体的には、以下の取組を実施した。 

 

（１）個別取組 

【個別取組１】 科目開発 

以下 2 科目の開発を完了し、履修証明書交付制度を創設した。 

①医療サービス経営論（2 単位） 

イントロダクション 1 コマ、総論 4 コマ、各論 6 コマ、グループワーク 3 コマ、 

発表会 1 コマの構成となっている。 

②医療サービス経営論演習（2 単位） 

グループワークと発表会の間の 1 ヶ月間で行うこととし、宮崎大学で各受講病院の原

価計算を含めた経営分析データを作成・配布し、自院の経営分析を実際に行ってもら

い、発表会を実施する。 

 

さらに、科目のブラッシュアップのための経営改善事例調査および分析をアンケート及び

ヒアリング調査にて実施した。調査は全国立大学病院を対象としたアンケート（42病院中 22

病院から回答）と、3 病院の個別のヒアリングを行った。これらの結果は、「科目開発調査事

業（アンケート、ヒアリング）2018 年報告書」として取りまとめ、アンケートに回答頂いた病院

に配信した。アンケートとヒアリングにより、様々な経営改善の取組（改善されなかった事例

を含む）を調査でき、次年度のアカデミーに向けて、科目の改良に極めて有効であった。 

 

【個別取組２】 教育用電子カルテ等の適切な利用のためのガイドライン策定 

宮崎大学では 2011 年より、電子カルテの個人情報を匿名化した教育用の電子カルテを

開発し教材として利用しており、本アカデミーにて教育用電子カルテを適切に利用するた

めのガイドラインを策定した。まず、個人情報保護法有識者である「ひかり総合弁護士事務

所 板倉陽一郎弁護士」へのヒアリングを平成 30 年 3 月に実施し、弁護士の意見を踏まえ

て、「宮崎大学教育用電子カルテ利用規約」と「教育用電子カルテ利用申請書兼誓約書」

を作成した。これらは、今年度実施したアカデミーにて実際に使用した。 

 

【個別取組３】 アカデミーの開催 

「経営改善アカデミー」と「経営改善セミナー」を開催した。 
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本アカデミーとセミナーの開催にあたり、募集要項の作成と募集活動を実施した。具体的

には、履修証明プログラムとしての本セミナーの正式な募集要項を、宮崎大学医学獣医学

総合研究科運営委員会に提出し承認を得たのち、国立大学病院の事務部長、管理課長

のメーリングリスト等を通して平成 30 年 11 月に配信した。本アカデミーには、応募のあった

2 国立大学病院、2 民間病院に加え、本学の計 5 病院（6 チーム・18 名）が参加した。 

まず、平成 31 年 1 月 4 日より、e-Learning 教材をビデオ配信し、次に、平成 31 年 2 月

15 日に対面によるグループワークを実施した。グループは、1 チーム 3 名とし、医事系（請

求が分かる）、会計系（コストが分かる）、診療系（カルテが読み解ける）のそれぞれ 1 名ず

つとした。2 病院からは診療系として医師が参加した。 

最後に、平成 31 年 3 月 22 日に「セミナー及び発表会」を Web 会議にて実施した。セミナ

ーでは経営改善事例調査の報告を中心に行った。実施後のアンケートでは、「極めて実践

的な授業内容で多忙な社会人にも配慮されており、経営分析教育として有用である」との

評価をいただいた。 

教育プログラム・コース内容の詳細及び募集要項をホームページに掲載した。 

http://www.med.miyazaki-u.ac.jp/home/migp/education-program/ 

 

（４）事業の推進体制および普及活動 

【開発・分析会議】 

実務者による開発・分析会議を毎月開催した。病院の経営分析手法（特に収支分析・集

患分析）、経営分析システムに必要な要件、具体的な開発に関すること、本院の実際の分

析と結果の解釈等について検討を行った。これらの検討結果は、科目開発に反映させた。

（別添 1） 

 

【事業推進本部会議】 

評価のための事業推進本部会議を実施（平成 30 年 11 月）し、開発した科目（スライド）の

評価、経営改善アカデミーの準備状況、教育用電子カルテの説明と運用方法、全体スケジ

ュールの進捗状況、経営改善事例調査のアンケート内容等について検討し、順調に事業

が進められていることを確認した。（別添 2） 

 

【事業点検・評価委員会】 

事業の外部評価のための事業点検・評価委員会を平成 31 年 3 月 11 日に開催した。本
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委員会には、外部評価委員 3 名（医療系 1 名、非医療系 2 名、いずれも非大学）が参加し

た。今年度の事業の説明を行い、アカデミーの実施状況を鑑み、事業が順調に遂行されて

いるとの評価を受けた。 

 

【普及活動】 

本事業の普及活動の一環として、年度事業報告書を作成しホームページに掲載した。 

http://www.med.miyazaki-u.ac.jp/home/migp/ 

また、大学病院情報マネジメント部門連絡会議での報告を検討したが、アカデミー開催の

タイミングが会議後であったため、今年度は行わないこととした。また、今年度開催したアカ

デミーにおける成果を盛り込んだアカデミー募集パンフレットを作成する予定で、平成 31

年度の募集に活用する。 

 

  

http://www.med.miyazaki-u.ac.jp/home/migp/
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3．平成 30 年度実施の調査事業等 

今年度の調査事業は、科目開発のためのアンケート及びヒアリング調査を実施し、科目「医

療サービス経営論（2 単位）」、「医療サービス経営論演習（2 単位）」の開発を行った。 

 

（１）アンケート調査及びヒアリング調査を実施 

①アンケート調査（自由記述式） 

対象・目的 

国立大学 42 病院における「病院の経営分析」をテーマとして調査し、

得られた知見を教育プログラムに活用するために情報を収集する。各

病院の優れた取組を共有することで、病院経営の改善が期待される。 

調査期間 
平成 30 年 11 月 27 日 アンケート送付 

平成 30 年 12 月 31 日 締切 

回答施設 22 施設（52.4%） 

調査項目 １．経営分析タスクフォースの設置状況 

  ・タスクフォースのあり方 

  ・タスクフォースのイメージ 

  ・タスクフォース構成員の例 

 ２．優れた人材の確保／教育・人材育成 

  ・情報分析、組織／データサイエンティスト／生物統計家の育成、

分析体制、部門設置 

  ・コスト意識、問題意識を持った、情報の質・量・粒度を意識し業務

運用ができる 

   スタッフ育成（医師・看護師・その他医療従事者） 

 ３．経営に関する診療科へのヒアリングの実施状況 

  ・経営分析フローに沿った分析と実行 

  ・分析の指標、診療科収支を医師に説明する際のポイント 

  ・クリニカルパスへの反映、実行、モニタリング 

 ４．収入増のポイント：入院患者増の重要性 

  ・入院患者増の重要性、課題発見と解決 

 ５．収入増のポイント：加算／管理料分析、③DPC 係数分析 

 ６．コスト削減のポイント 
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②ヒアリング調査（電話ヒアリング） 

対象・目的 

アンケート調査にて特徴的な取組のあった施設に対し、電話ヒアリング

を行った。具体的には、経営改善に向けた取組、組織・体制の構築、

診療科ヒアリング、増患・増収・原価削減に関する取組、診療実績に応

じたインセンティブの配分、目的達成のためのワーキンググループ、デ

ータ分析の体制、目標値の設定と共有等、幅広い内容について伺い、

回答を得た。 

調査日程 平成 31 年 3 月 5 日、平成 31 年 3 月 19 日 

回答施設 2 施設 

回答部署 医学部会計課（経営支援担当）、事務部経営戦略課（経営戦略担当） 
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（２）「医療サービス経営論」と「医療サービス経営論演習」の開発 

   ①対象者 

1.現在、あるいは将来、病院執行部で病院運営に関わる人 

2.経営分析や経営改善に関わっている人 

病院長、経営担当副病院長、経営分析担当職員、医療情報担当職員、 

診療情報管理士、医事課職員、管理（会計）課職員 

   ②到達目標 

1.経営分析に必要な基礎知識と具体的な手法を理解し、経営分析ができる 

2.経営改善のための原因究明（因果推論）ができる 

3.効果的なプレゼンテーションにより、経営改善策の提案ができる 

   ③授業内容  

1．概要 

病院の経営改善を実践するために必要な基礎的な知識として、組織構築、手法

（フレームワーク）、原価計算と収支改善、地域連携と患者増、等について学ぶ。また、

これらの知識を実践知とするためのグループワークを中心とした演習を行う。経営分

析の演習では、質的分析において匿名化された教育用電子カルテを教材として用

いる。ビデオ・オン・ディマンドを取り入れて、社会人にも受講しやすい構成とした。 

2.詳細 

① [ビデオ] 総論 【1】 組織のコンピテンシーと組織構築 

② [ビデオ] 総論 【2】 病院経営改善因果推論 

③ [ビデオ] 総論 【3】 経営分析手法 

④ [ビデオ] 総論 【4】 原価計算の理論と実践 

⑤ [ビデオ] 各論 【1】 在院日数が短縮し、ベッドが空く 

⑥ [ビデオ] 各論 【2】 入院患者が増える 

⑦ [ビデオ] 各論 【3】 収入が増える 

⑧ [ビデオ] 各論 【4】 コストが削減する 

⑨ [ビデオ] 各論 【5】 収支が改善する 

⑩ [ビデオ] 各論 【6】 部署ごとの分析 

⑪ [ビデオ] グループワーク、演習説明 

⑫ [集合] グループワーク【1】 

⑬ [集合] グループワーク【2】 
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⑭ [集合] グループワーク【3】 

⑮ [テレビ会議] 演習成果発表 

3．教科書および参考図書 

受講者にビデオの案内とともに事前に提示する。 

   ④授業方法 

1.医療サービス経営論 15 コマ（2 単位） 

・ビデオ・オン・デマンドによるビデオ講義： 11 コマ（①～⑪） 

・会場集合でのグループワーク： 3 コマ（⑫⑬⑭） 

・テレビ会議による成果発表会： 1 コマ（⑮） 

2.医療サービス経営論演習 15 コマ（2 単位） 

・医療サービス経営論の⑭と⑮の間で演習（自宅学習）を実施 

・演習のテーマは、「自院の経営分析と改善策提案」 

・演習の成果を医療サービス経営論の授業（⑮）（テレビ会議で発表） 

   ⑤評価法  

1.到達目標 

病院の課題発見解決能力を高め、 経営改善を実践する基礎的能力を習得すること。 

2.修得証明書等交付の条件（医療サービス経営論、同演習） 

・全てのビデオ講義を視聴すること 

・演習テーマに沿って演習を行い、成果をとりまとめて提出すること 

・演習成果をテレビ会議にて発表すること 

・他の病院の発表を聞き、ディスカッションに参加すること 

3．成績評価基準 

大学院医学獣医学総合研究科規程に準じる。 

4.成績評価方法 

2 単位相当の本授業を履修し、研究発表及びレポートを提出した者に単位修得証明

書等を交付する。 

  

（３）分析システム開発と事前登録 

科目開発のための分析システムの開発と事例登録を行った。分析システムは、診療科

別収支分析（赤字の原因究明）と集患分析を基本とし、ドリルダウンを重視し、様々な病院

経営分析に対応できるものとした。クラウド型の教育用電子カルテに、過去の経営分析事
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例を中心に、357 患者（約 800 入院）を匿名化の上、事例登録した。この中には、医療安全

教育のためのインシデント症例を 3 例含んでいる。教育用電子カルテが、本アカデミーの

実施場所において、良好なレスポンスで稼働することを、実機を用いて確認した。 

 

 

4．今後の事業内容について 

喫緊の課題である国立大学病院を含めた多くの医療機関の財務基盤の安定化に対し、

効果的かつ実践的なものとして開発した教育プログラム「経営改善アカデミー」および「経

営改善セミナー」の開催により、病院経営を主導できる有為な人材育成を行い、国立大学

病院等の経営改善の実践指導を積極的に実施する。また、本教育プログラムおよび分析

システムの質向上のため、開発・分析会議を定期的に開催し、具体的に論究した上で反映

させる。引き続き、本事業の一層の推進のため、本事業の活動状況を評価委員会にて適

宜点検し、必要に応じて検証を行いながら本事業を遂行する。 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件担当＞  宮崎大学医学部附属病院 病院 IR 部 荒木 賢二 

           電話：0985-85-9029       FAX：0985-84-2549 
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 別添１  

文部科学省 平成 29 年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）選定取組 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 

「教育用電子カルテ活用による人材養成事業」 

評価委員会名簿 

 

取組に直接関わる者 

■浅田  祐士郎 事業統括 宮崎大学 医学獣医学総合研究科 研究科長 

■荒木 賢二 リーダー 宮崎大学 医学部附属病院 病院 IR 部 教授 

■山﨑 友義 サブリーダー 宮崎大学 医学部附属病院 病院 IR 部 

■小松  弘幸 教育手法の開発・評価 宮崎大学 医療人育成支援センター 副センター長 教授 

■原  博文 HOMAS 担当 宮崎大学 医学部事務部 医学部事務部長 

□小川 泰右 データサイエンティスト 宮崎大学 医学部附属病院 病院 IR 部 

□松尾 亮輔 データサイエンティスト 宮崎大学 医学部附属病院 病院 IR 部 

□長友 陽子 広報 宮崎大学 医学部附属病院 病院 IR 部 事務補佐員 

 

外部有識者 

■竹下 晋司 宮崎市郡医師会病院 事務次長 

■柚木 大介 有限責任監査法人トーマツ 

■木村 哲二 株式会社 NTT データ 

 

業務委託先 

□高橋 良太，安波 土志夫 株式会社コア・クリエイトシステム 

□豊島 雄太，稲垣 稔之 株式会社 NTT データ 

□安藤 文彦 株式会社ＭＩＳＡＮＥ（みさね） 

 

事務 

□長友 明美 宮崎大学 医学部総務課 

□安藤 祥二 宮崎大学 医学部管理課 

□串間 宏美 宮崎大学 医学部学生支援課 

□進藤 功一 宮崎大学 医学部学生支援課 

（■評価委員 □陪席者：五十音順、平成 31 年 2 月現在） 
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 別添 2  

 

文部科学省 平成 29 年度大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）選定取組 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 

「教育用電子カルテ活用による人材養成事業」 

 

会議記録 

 

日程 会議内容 

2018 年 4 月 16 日 開発・分析会議 

2018 年 5 月 21 日 開発・分析会議 

2018 年 6 月 18 日 開発・分析会議 

2018 年 7 月 17 日 開発・分析会議 

2018 年 8 月 20 日 開発・分析会議 

2018 年 9 月 18 日 開発・分析会議 

2018年 10月 22日 開発・分析会議 

2018年 11月 19日 開発・分析会議 

2018年 11月 19日 事業推進本部会議 

2018年 12月 17日 開発・分析会議 

2019 年 1 月 21 日 開発・分析会議 

2019 年 2 月 18 日 開発・分析会議 

2019 年 3 月 18 日 開発・分析会議 

2019 年 3 月 11 日 事業点検・評価委員会 

 

 

 

以 上 


